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Ｄ滑走路の設計の基本的考え方（その２） 

～設計条件及び性能規定～ 

 

関東地方整備局 港湾空港部 東京国際空港再拡張プロジェクト推進室 

宮田正史，上原正光，野口孝俊，福本裕哉，志茂 香，竹内 泰弘 
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１．はじめに 

本報告では，前回の報告１）に引き続き，Ｄ滑走路建設工事（図－１．１）の要求水準書に示す代表的な設

計条件として，波浪条件，滑走路の平坦性に係る制限，鋼構造部材の疲労設計，鋼部材の防食設計について

紹介する。なお，次回以降の報告において，他の設計条件や発注者側で実施した各種の技術検討の結果等に

ついて引き続き報告することとする。 

 

２．波浪条件 

２．１ はじめに 

波浪条件は、「工法評価選定会議」で

選定された桟橋構造、埋立・桟橋組合

せ構造、浮体構造の3工法について適

用することを前提に，当該海域で発生

する波浪諸元を設定した。本工事では、

埋立・桟橋組合せ構造が採用されたこ

とから，ここでは波浪条件のうち風波

に関する設計条件の設定方法及び結果

の概要を示す。 

 なお、波浪条件についても、地震条

件と同様、設計で用いる波浪条件は、

構造形式・断面に応じて設計者（請負

者）が設定するため、実際の設計で用

いられている条件と異なる場合がある

ので注意されたい。 

 

２．２ 波浪条件（風波）の設定方法の概要 

 波浪条件については、設計地点周辺の波浪観測結果に基づき設定する方法が一般的であった。しかしなが

ら、波浪観測には多大な費用と時間がかかることや設計地点周辺に必ずしも適切な観測点が存在するとは限

らないこと、さらに確率論に基づく信頼性設計法の適用にあたり、波高・周期・波向等の結合頻度表を作成

するためのスペクトル情報が必要とされることなどから、図－２．１に示すとおり、波浪観測に代わり、信

頼性の高い波浪情報を経済的に収集することが出来る方法が近年適用されている。また、図－２．１に示す

WAM２）による波浪推算の特徴としては、波浪の発達・減衰を適正に再現することから、非線形相互作用が無

視されていた従来法よりも、一般的に波高・周期ともに従来法に比べて精度が高く、近年、多く採用されて

いる。本事業の場合、当該施設のように、過去に類例が少ない大規模、かつ、重要度の極めて高い構造物で

あるため、従来法よりも波浪の発達・減衰を適正に再現することが可能であるWAMによる波浪推算を適用し

 

図－１．１ Ｄ滑走路建設予定位置図 

【 23側 】 

【 05側 】 
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た。 

 本事業の場合、適用した手法は、大きく３つの解

析ステップに分類される。第１ステップでは、既往

の気象擾乱（台風等）を選定し、海上風推算モデル

により気象擾乱時の沿岸や内湾の海上風場を推算す

る。第２ステップでは、海上風場を入力条件として、

波浪推算モデル（WAM）により内湾・沿岸域の波浪場

を計算領域のズーミングにより、図－２．２に示す

建設地点周辺の沖波波浪諸元を算定した後に，極値

統計処理を行い，２年，10年，100年確率期待値に

相当する確率波高を設定する。第３ステップでは、

確率沖波（波高、周期、周波数スペクトル、方向分

布関数）を入力条件として、波の反射及び回折効果

が考慮できるエネルギー平衡方程式を用いて設計条

件の提示地点における波浪条件（波高、周期、波向、

方向スペクトル）を設定する。 

 

２．３ 波浪条件の設定 

本節では、今回の波浪条件の設定に使用した気象

擾乱の内容（第１ステップ）、WAMによる波浪推算結

果と実測値（東京灯標）との比較による検証結果（第

２ステップ）、WAMによる波浪推算結果を用いた確率

沖波の設定方法（第２ステップ）、エネルギー平衡方

程式による波浪推算結果の概要（第３ステップ）を

示し、最後に設計代表点における波浪条件の提示結

果について示す。 

（１）計算に用いた気象擾乱 

 計算対象とする気象擾乱として、東京灯標の観測

期間（1969～2002年）から、1/10最大波高が2.3ｍ

以上の事例(47事例)を抽出した。それ以前の期間

(1950～1968年)では、羽田付近に高波高をもたらし

たと推定される経路（直撃コース、当該地域の北を

通るコース）をとった台風を抽出し、その中から東

京（大手町）の風の観測値の上位６位を選択し、合

わせて53事例を選定した。 

（２）WAMによる波浪推算結果と実測値（東京灯標）との比較による検証 

 WAMによる波浪推算結果の妥当性を確認するため、東京灯標の実測データと波浪推算結果のうち、最大波

高についての比較を行った。全推算データ（毎時）と実測値との相関を図－２．３（a）に、推算値と実測値

それぞれの一気象擾乱中の最大波高の相関を図－２．３（ｂ）に示す。これらの図から、推算値と実測値に

ついては、特に波高が大きい場合に相関が高くなる傾向にあり、最大波高についてWAMによる推算結果の妥

当性が確認された。なお、実際に推算結果を使用する際には、東京灯標におけるピークデータでの回帰係数

0.97で補正を行うこととした。 

気象擾乱の選定・入力

ハイブリットモデル（傾度風+台風）
による風場推算の実施

実測風との検証

WAMによる波浪推算の実施

実測波との検証

確率沖波の算定
（エネルギー平衡方程式による変形計算の入力条件）

エネルギー平衡方程式による風波の変形計算

空港建設予定地周辺における波浪条件の設定
(波高、周期、波向、方向スペクトル）

 

図－２．１ 波浪推算フロー 

 

図－２．２ 計算結果出力ポイント（WAM） 
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（３）WAMによる波浪推算結果を用いた確率波高の設定 

WAMの計算結果については、エネルギー平衡方程式による

波浪変形計算における入力条件（確率沖波）として使用され

るため、エネルギー平衡方程式による解析領域の境界位置に

おける波向別の確率沖波が必要である。 

 WAMにより53個の気象擾乱毎に波浪推算を行い，図２．２

に示した出力地点A,B,C,D毎に沖波波高の極値統計を実施し

た。Ｄ滑走路に最も近接するポイントBの整理結果を表－２．

１に示す。同表に示すように，当該海域において高波浪をも

たらす波向きはＳ方向である。そこで後述するエネルギー平

衡方程式による波浪変形計算結果については，波向きＳを例

示する。 

（４）スペクトルの検討 

 東京灯標の観測データから得られたスペクトル形状から、

当該海域におけるスペクトルの標準型への適合性を検討した。

当該海域は、内湾の湾奥に位置し吹走距離が短いことから、

標準型は有限吹走距離で観測された風波の標準スペクトルで

あるJONSWAPを採用した。JONSWAPスペクトルの形状はピー

ク強調係数γにより特徴づけられるため、ここでは、当該海

域に適合したピーク強調係数γを算出し、算出されたγ＝6.0

を用いて修正JONSWAP型スペクトル（図中：赤線）を求めた

事例を図２．４に示す。このスペクトルをエネルギー平衡方

程式への入力条件とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２．３（ａ） 実測値と推算値の散布図 

（全推算データ（毎時）） 

 

図－２．３（ｂ） 

実測値と推算値の散布図（ピーク時） 

 

図－２．４ スペクトル図 

表－２．１ ポイントBにおける確率波高 

年  E ESE SE SSE S SSW 

波高(m) 1.11 1.13 0.86 1.14 2.07 1.99 
2 

周期(S) 4.22 4.25 3.72 4.27 5.76 5.65 

波高(m) 1.80 2.09 1.71 1.89 2.97 2.55 
10 

周期(S) 5.37 5.79 5.24 5.50 6.90 6.39 

波高(m) 3.16 3.26 2.77 2.51 4.17 3.16 
100 

周期(S) 7.12 7.23 6.66 6.35 8.17 7.12 

波高(m) 3.73 3.57 2.98 2.62 4.58 3.32 
200 

周期(S) 7.73 7.56 6.91 6.48 8.57 7.29 
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（５）出力地点の波浪条件の計算手法 

WAMにより算出した確率波（波高、周期、周波数スペ

クトル、方向分布関数）を入力波としてエネルギー平衡

方程式により出力地点の波浪条件を算出する。図－２．

５.に波浪条件の出力地点を示す。図に示すように波浪条

件は，護岸等の施工時の安定計算において波浪諸元を通

過波として設定する必要があることからＤ滑走路島がな

い状態で算定した。なお、海底地形については、本検討

を実施した時点における地形であり、入札公告時に提示

したものとは異なる。 

 

 

 

 

２．４ 波浪条件設定結果 

代表地点５（滑走路中心部）の風波の波浪変形計算結

果を表－２．２に示す。また暴風時（１００年確率）に

おけるＳ方向の風波の波高比分布及び卓越波向き分布を

それぞれ図－２．６，図－２．７に示す。D滑走路島建

設予定海域においてＳ方向からの卓越波向きが殆ど回折

せず直進することから，波エネルギーの減衰もなく波高

比が低減しないことが確認できる。 

地点５における波浪変形計算後の周波数スペクトル及び

方向スペクトルを図－２．８，２．９に示す。周波数ス

ペクトルは波浪変形後にもエネルギー減衰が見られず，

先に示した波高比分布と同様に殆ど減衰していないこと

が確認できる。なお、図－２．９に示す方向分布におい

て２つの山が見えるのは，主波向きＳ方向と同時に既設

空港側からの反射波の影響によるものである。 

 

図－２．５ 波浪条件出力地点 

表－２．２ 風波の設計条件 

分類 設計条件 

供用時 
代表波H1/3=1.97m、T1/3=5.9s、 

卓越波向=180° 

施工時 
代表波H1/3=2.78m、T1/3=6.9s、 

卓越波向=180° 

波高・ 

波浪 

暴風時 
代表波H1/3=4.15m、T1/3=8.3s、 

卓越波向=180° 

波向 

東京湾の地形を含め提示条件に基

づき、提案する工法や構造形状、

寸法等により、もっとも危険とな

る方向を選定すること。 

 

 

図－２．６ 波高比分布図（S方向） 

 

図－２．７ 卓越波向分布図（S方向） 
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図－２．８ 周波数スペクトル（沖波向S、地点5） 
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図－２．９ 方向スペクトル（沖波向S、地点5） 
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３．滑走路の平坦性 

本章では、航空機の安全な走行を確保するために設定した滑走路の平坦性に係るしきい値（滑走路のたわ

み量、段差量）の設定方法・内容について述べる。 

（１）検討方法 

航空機の操縦性及び乗り心地のしきい値を設定す

る検討フローを図－３．１に示す。本検討では、図

－３．１に示すように、航空機が任意形状の滑走路

上を走行した際の鉛直応答加速度を再現可能である

解析ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ３）４）５）を利用し、解析から得られた航

空機の鉛直応答加速度をｴｱﾗｲﾝのﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀで再現

し（写真－３．１参照。）、被験者となったﾊﾟｲﾛｯﾄに

ｱﾝｹｰﾄ調査を行って操縦性のしきい値を設定した。し

きい値の設定に際しては、他機関の基準及び類似構

造空港の実績も参考としている。以下にその概要を

示す。 

 

１）ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱﾌﾟﾗｽによるシミュレーション 

「たわみ」、「段差」による航空機の鉛直加速度を

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱﾌﾟﾗｽを使ったシミュレーション計算で求めた。 

２）ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀによる操縦性の事前検証 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｱﾌﾟﾗｽによる計算値（航空機の鉛直加速度）

が実際の運航時の操縦性を再現していることを検証す

るために、まず、Ｃ滑走路の路面形状をｱﾌﾟﾗｽに取り込

み、航空機の鉛直加速度を計算した。次に、計算した

鉛直加速度をﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀに入力し、パイロットにﾌﾗｲﾄ

ｼﾐｭﾚｰﾀを体験してもらい、Ｃ滑走路走行時とﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚ

ｰﾀ再現時における操縦性の評価の比較を行った。なお、

ｱﾌﾟﾗｽ計算値は、実際の航空機に搭載されている飛行デ

ータ記録装置による計測値（Ｃ滑走路における鉛直加

速度）に比べて約2倍の値となっていることが確認さ

れたことから、たわみに関する模擬飛行の場合には、

ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀに入力するデータはｱﾌﾟﾗｽ計算値に0.5の補正係数を乗じた数値を使用することとした。段差につ

いては補正係数を求める実際の計測値（鉛直加速度）がないことからﾌｱﾌﾟﾗｽ計算値をそのまま使用した。 

Ｃ滑走路の模擬飛行の結果、ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀによる操縦性の評価は、パイロットが実際にＣ滑走路を離着陸し

ている際に感じている操縦性よりも、やや厳しい評価（安全側の評価）であったが、概ね実際の航空機の操

縦性を評価していることが確認された。 

 

（２）滑走路平坦性に係るしきい値（たわみ量，段差）の設定 

滑走路の平坦性に係るしきい値（たわみ量、段差）を設定するために、異なる大きさのたわみ量や段差等

に対する模擬飛行を以下に示す機種を対象に実施した。シミュレータ調査は、民間エアーラインのパイロッ

トを中心に各機種毎に６名、８名を対象として実施した。以下に、しきい値（たわみ量、段差）の設定方法 

を示す。  

 

図－３．１ 全体の検討フロー 

 

 

写真－3．１  

ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀによる操縦性及び乗り心地再現 
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  ・対象機種： DC-9-81型機、B747-400型機 

 ・シミュレータ調査参加者 

DC-9-81  ：民間エアーライン機長 ６名 

B747-400  ：民間エアーライン機長 ６名、 航空局 運航審査官 ２名 

 

①滑走路のたわみに関するしきい値 

 たわみ量は、図－３．２に示すとおり、航空機の走行時

に発生する支間長（Ｌ）の中央部におけるたわみ量（Δ）

で定義される量である。アプラスによる解析では、路面形

状をサインカーブとして与えている。桟橋部の支間長を想

定し、15m及び30mについて検討を実施した。ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀ

の結果は、パイロットから表－３．１に示す操縦性に関す

る評価区分を提出してもらうことにより評価した。 

 図―３．３に、支間長15ｍの離陸・着陸時における大型機

Ｂ７４７と小型機ＤＣ９のパイロットによる評価指数の平

均値と規定値（たわみΔ／支間長Ｌ）の関係を示す。図―３．

３において，操縦性を対象とし、「問題なし」と「やや困難」

の中間値である３．５を評価指数の合格ラインとしてたわみ

の許容値（最大限許容される値）を求めると、離陸時の条件

により、δ＝L／1000がたわみの許容値であることが分かる。

同様な方法により設定した、滑走路のたわみに関する許容値

（許容たわみ量/支間長Ｌ）を表―３．２に示す。 

図－３．４に現役航空会社のパイロットによるﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀ

の結果をもとにした滑走路たわみのしきい値を他基準と比較

して示す。ここに、60ｍ支間におけるフライトシミュレータ

は実施してはいないが、他の基準を勘案して、60ｍ以上の支

間のたわみは3.0㎝以下とした。 

 

離陸時
操縦性指数（平均点）

点数配分：
A: 問題なし 4点 着陸時
B: やや困難 3点
C: 困難 2点
D: 著しく困難 1点

0 55 3.90

1/2500 6 0 0 0 24 4.00

1/1500 13 1 0

0 55 3.90

1/1500 12 2 0 0 54 3.90

1/1000 13 1 0

0 49 3.50

1/1000 9 5 0 0 51 3.60

1/500 7 7 0

Ｄ 合計 平均

1/500 1 5 2 0 23 2.90

Ａ Ｂ Ｃ

1/2000 1/2250 1/2500

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 合計 平均

1/1000 1/1250 1/1500 1/17500 1/250 1/500 1/750

4

3

2

1

15m操縦性
（両機種）

3.60

4.00

2.90

3.90

3.50

着陸 離陸

3.90

 

 

図―３．３ 支間長１５ｍ離着陸時ｼﾐｭﾚｰﾀ評価（両機種） 

図－３．２ たわみのイメージ 

表－３．１ 操縦性の4段階評価 

4段階評価 評価点 

A 問題なし ４ 

B やや困難 ３ 

C 困難 ２ 

D 著しく困難 １ 

 

表－３．２ 滑走路の規定値 

（許容たわみ量/支間長Ｌ） 

検討ケース 両機種 DC9 B747 

15m離陸 1/1000 1/1000 1/900 

15m着陸 1/500 1/500 1/500 

30m離陸 1/1850 1/1800 1/2000 

30m着陸 1/1550 1/1500 1/1650 

 

許容たわみ量/支間長 
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● フンシャル空港 鉄道構造物等設計標準・同解説

鋼・合成構造物

○ 両機種離陸時 道路橋示方書（H14版）Ⅱ鋼橋編

コンクリート床版をもつ鋼げた

△ ＤＣ９離陸時 道路橋示方書（H14版）Ⅱ鋼橋編

その他の床版をもつ鋼げた

□ Ｂ７４７離陸時 今回採用のたわみ許容曲線

○ 両機種着陸時 たわみ許容曲線(1/2000) （参考）

△ ＤＣ９着陸時

□ Ｂ７４７着陸時

0 20 40 60 80 100

 支間
ｌ (m)

4

3

2

1

8

7

6

5

10

9

 たわみ量
δ (cm)

3.2

32

フンシャル空港：支間の1000分の1以下
（Funchal Airport Authority の要求
値）

（支間32mの時、たわみ量3.2cm)

提案値（たわみ3.0ｃｍ以下）

 

図－３．４ 滑走路たわみしきい値と他類似基準との比較 

 

②滑走路の段差に関するしきい値 

 許容段差は、図－３．５に示すとおり、滑走路における直壁状態の段差量で定義される量である。検討ケ

ースは、段差量１、２、４ｃｍの３種類とした。図－３．６にたわみと同様の方法で計算した段差のシミュ

レータ評価を示す。 

 

 

操縦性

乗り心地指数（平均点）

乗り心地

8cm 9cm 10cm0 1cm 2cm 3cm 4cm 5cm 6cm 7cm

0  36  2.60  

0.1 1

4cm 2  4  8  

0  49  3.50  2cm 7  7  0  

4.00  0  0  0  56  

0.2 2

1cm 14  

Ｄ 合 計 平  均Ａ Ｂ Ｃ

0.3 3

4cm 6  8  0  0  48  3.40  

0  0  56  4.00  

0.4 4

2cm 14  0  

0  0  56  4.00  

ｇ

1cm 14  0  

Ｃ Ｄ 合 計 平  均Ａ Ｂ

両機種、離陸、段差

0.18

0.07

3.40

2.60

4.00

3.50

4.00

乗り心地

重心位置加速度　最大値

0.36

操縦性

 

 

 
図－３．５ 段差のイメージ 

表－３．３ 滑走路上の許容段差量 

滑走路（㎝）  

離陸 着陸 

両機種 3.8 4.1 

DC9 － － 

B747 3.3 4.0 

 

図－３．６ 離陸時段差ｼﾐｭﾚｰﾀ評価（両機種） 

 
許容段差量 

重
力
加
速
度 
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表－３．３に整理した許容段差量（最大限許容される段差量）の一覧を示す。この結果より、操縦性の観

点から滑走路上で許容される最大段差量は、概ね3.0㎝以下となる。 

 

（４）まとめ（たわみ、段差のしきい値） 

滑走路の段差ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀ実験ｱﾝｹｰﾄから得られ

た許容段差量 3.0cm と類似基準との比較を表－３．

４に示す。他類似基準には、空港舗装補修要領（案）

（平成１１年４月運輸省航空局）のように厳しいしき

い値が定められているものもあるが、今回はフンシ

ャル空港の伸縮装置（ローリングリーフ式継手）周辺

における実績（2.0 ㎝の段差は走行性に影響が出て

いないことをヒアリングで確認）を参考として、伸縮

装置の場合には2.0㎝を許容段差量とした。 

今回の設計条件として採用した、たわみ及び段差のしきい値を表－３．５（左欄）に示す。 

 表－３．４ 段差しきい値の比較 

滑走路の段

差位置 

ﾌﾗｲﾄｼﾐｭﾚｰﾀ

実験 

空港舗装補

修要領（案） 

フンシャル

空港の実績 

伸縮装置部 3.0㎝ － 2.0㎝ 

舗装部 － 1.0㎝ － 

 

表－３．５ 設計条件としてのしきい値 

提案事項 類似基準類（参考値） 既往実例 

滑走路たわみしきい値 
鉄道構造物等設計標準

(新幹線） 
道路橋示方書（鋼桁） ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙﾌﾝｼｬﾙ空港 

支間長Ｌ（ｍ）≦15.0m         

許容たわみ量δ=L/1000 

0＜L≦40m                

δ=L/1800 

L≦10m  

 δ=L/2000 

15.0m＜L≦30.0m             

許容たわみ量δ=1.5cm   

40m＜L≦50m               

δ=L/2000 

10m＜L≦40m 

 δ=L/20000L 

30.0m＜L≦60.0m             

許容たわみ量δ=L/2000   

50m＜L＜100m              

δ=L/2500 

40m＜L 

δ=L/500 

60.0m＜L                  

許容たわみ量δ=3.0cm   

100m≦L                   

δ=L/2000 
  

δ=L/1000 

段差しきい値 空港舗装補修要領（案） ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙﾌﾝｼｬﾙ空港 

滑走路 2.0cm以下 1.0㎝ 2.0cm以下 
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４．鋼構造物の疲労設計 

鋼構造部材の疲労設計については、「工法評価選定会議」で選定された桟橋構造、埋立・桟橋組合せ構造、

浮体構造の3工法について適用することを前提に，どの工法においても共通した検討方法となるように設定

している。 

本章では、桟橋構造の各溶接継手部の疲労検討における支配荷重である航空機荷重を対象とした疲労設計

の基本的な考え方について、要求水準書に規定した内容を紹介する。 

４．１ 疲労設計の基本的考え方 

（１）適用基準 

 鋼構造物の疲労設計は、板構造については「鋼道路橋の疲労設計指針（H14.3, (財)日本道路協会）」、管

構造については「ジャケット工法技術マニュアル（H12.1,(財)沿岸開発技術研究センター）」によることを基

本としている。桟橋構造の場合、上部桁等の鋼道路橋に類似する箇所については、「鋼道路橋の疲労設計指針」

の適用を、下部構造（鋼管トラス構造）については、「ジャケット工法技術マニュアル」の適用を要求してい

る。また、継手形状等の構造詳細についても、上記の指針及びマニュアルを基本としている。 

（２）対象期間・対象荷重 

 疲労照査の対象荷重について、施工中も含め１００年間の供用期間中に作用する全ての繰返し作用荷重を

要求している。桟橋構造では、下表（表－４．１）に示す荷重を考慮した疲労照査を標準として規定してい

る。 

表－４．１ 疲労照査における対象荷重 

 

 

 

 

 

４．２ 疲労照査方法 

 疲労照査の基本的な手順は以下に示すとおりである。本節では，下記②及び③について、基本的な考え方

を示す。 

  ①荷重条件（繰返し回数も含む）の設定 

  ②各対象荷重別に継手部で発生する応力振幅の算定 

  ③累積疲労損傷度の算定 

  ④疲労損傷度度の照査 

（１）応力振幅及び累積疲労損傷度の算定（②，③） 

 ４．１に示したとおり，桟橋構造の疲労設計は板構造と管構造に分類して適用基準等を使い分けて分類し

ているため，継手部で発生する応力振幅の算定は，板構造と管構造にわけられる。  

１）桟橋構造の上部桁等の板構造 （「鋼道路橋の疲労設計指針（H14.3, (財)日本道路協会）」） 

 板構造については、「鋼道路橋の疲労設計指針」において等級分類された構造詳細を有する継手で、公称応

力による疲労検討が適切と判断される場合は、同指針に基づき疲労照査を実施することとしている。但し、

以下に示す場合は、局所応力解析（ホットスポット解析）を実施し、溶接継手部周辺における発生応力を適

切に算定し，疲労照査を実施することとしている。なお、ホットスポット解析の内容については、４．４で

述べる。 

・「鋼道路橋の疲労設計指針」において等級分類された構造詳細に該当しない継手を使用する場合には、

ホットスポット解析を行い、継手の疲労検討を行う。 

・「鋼道路橋の疲労設計指針」で等級分類された継手であっても、主応力の方向、あるいは主応力の大き

施工中 供用時 

・製作時（工場組立，運搬） 

・曳航時（ジャケット構造曳航時） 

・施工時（風荷重，波浪）など 

・活荷重（航空機荷重，自動車荷重） 

・風荷重 

・波浪荷重など 
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さと方向が変化する場合には、ホットスポッ

ト解析を行い、継手の疲労検討を行う。 

  

 各荷重作用に対する疲労損傷度については、「鋼

道路橋の疲労設計指針」において等級分類された

構造詳細に該当する継手を用い、公称応力による

取り扱いが可能な場合には、疲労設計曲線（S-N

線図）は、「鋼道路橋の疲労設計指針」に規定され

ている曲線を用いて算出する（図－４．１）。また、

ホットスポット解析により発生応力を算定した場

合は、「鋼道路橋の疲労設計指針」の疲労設計曲線

（Ｓ－Ｎ曲線）におけるＤ等級（仕上げ）、Ｅ等級

（非仕上げ）を適用するものとした。累積疲労損

傷度については、各荷重毎に算定された疲労損傷

度をマイナー則に従い加算して算定する（下式参照）。 

 

  Ｄ＝Σ(ni/ Ni) 

 

  Ｄ  :累積疲労損傷度（１となったときに疲労破壊が生じる。） 

  ni  ：応力範囲頻度分布のうち、ある応力範囲レベルを⊿σiとしたときの頻度 

  Ni  ：⊿σiのみが繰返し作用したときの疲労寿命 

 ni/ Ni ：⊿σiがni回繰返されたときの疲労損傷度 

 

２）管構造「ジャケット工法技術マニュアル（H12.1,(財)沿岸開発技術研究センター）」 

 管構造については、「ジャケット工法技術マニュアル」に基づき疲労照査を実施することとしている。同マ

ニュアルでは，断面急変部である鋼管格点部において応力集中が発生することから，鋼管格点部の溶接部に

おけるホットスポット応力に対する疲労設計曲線を用いて疲労設計を行うこととしている。 

 鋼管格点部のホットスポット応力（局所的な応力集中）については、支管の公称応力（骨組み解析によっ

て得られる部材断面力と部材断面係数から算出される部材応力）に応力集中係数を乗じることにより求める

ことが出来る（（図－４．２及び下式参照）。応力集中係数は，米国保健省健康安全局HSE（Health and Safety 

Executive, UK) の第４版基準に基づき，各鋼管点部の形状及び荷重状態毎の係数が提示されているものを用

いる。 

 

 ⊿σH＝σH(max)-σH(min) 

  σH＝(SCF)σN 

 ここに、 

  ⊿σH   ：ホットスポット応力の変動幅（N/㎜
2） 

   σH   ：ホットスポット応力（N/㎜
2） 

   σN   ：支管の公称応力（N/㎜
2） 

  (SCF)   ：応力集中係数 

 

  
 

図－４．２ 鋼管格点部概念図 

（「ジャケット工法技術マニュアル」より） 

 
疲労S-N線図
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繰返し回数　Ｎ

直
応
力
範
囲
　
⊿
σ
(N
/
m
m
2
) Ａ等級

Ｂ等級

Ｃ等級

Ｄ等級

Ｅ等級

Ｆ等級

Ｇ等級

Ｈ等級

Ｈ'等級

 

図－４．1 疲労設計曲線（S－N図） 

（「鋼道路橋の疲労設計指針」より） 
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 鋼管格点部の疲労設計に用いる疲労設計曲線

は、ＨＳＥに規定される曲線を適用する。設計

曲線は、腐食環境（大気中／海水中）及び電気

防食の有無により異なる曲線を与えている（図

－４．３）。累積疲労損傷度については、板構造

と同様の方法で算定する。 

 

（２）疲労損傷度の照査（④） 

 疲労損傷度の照査は、下式に示す疲労損傷度

安全係数により安全性の照査を実施する。 

 

 γ＝１/Ｄ 

  γ  ：累積疲労損傷度安全係数 

  Ｄ  ：累積疲労損傷度 

 

許容される累積疲労損傷度安全係数は、海洋構造物の諸基準を参考に、表－４．２及び図－４．４のとお

り定めている。基本的な考え方は、下記に示すとおりある。 

① いかなる箇所であっても、１以上の安全率を有すること。 

② 近接目視不可（維持管理不可）の箇所については、環境条件（大気中／海水中）に関わらず設計供用

期間中の点検等を一切行うことができないことを考慮して、安全率５以上を基本としている。さらに、

構造上クリティカルとなる部分については、さらなる安全性を考慮して、安全率１０以上を基本とし

ている。 

② 大気中については、近接目視可（維持管理可）が可能な箇所であれば、構造上クリティカルとなる部

分で２以上、クリティカルとならない部分で１以上の安全率とする。ただし、航空機が直接作用する

鋼床版については、２以上の安全率とする。 

④ 海水中（干満帯以下）については、近接目視可（維持管理可）が可能な箇所であれば、構造上クリテ
ィカルとなる部分で５以上、クリティカルとならない部分で３以上の安全率とする。 
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図－４．３ 疲労設計曲線（S－N図） 

（「ジャケット工法技術マニュアル」より） 



 

1-13 

表－４．２ 累積損傷度安全係数 

要求内容 照査方法 

疲労損傷度安全係数は、各対象部位の

維持管理の難易度及び全体構造に及

ぼす影響を勘案の上適切に設定する

こと。また、設定根拠を証明すること。 

疲労損傷度安全係数は、以下の値を原則とする。なお、構造上クリテ

ィカルか否かについては構造解析にて、近接目視が可能か否かについ

ては実績または実証実験により示す必要がある。 

 

 
構造上 

クリティカルでない 
クリティカル 

大気中 1.0 2.0 

海水中 3.0 5.0 

近接目視不可
維持管理不可 

5.0 10.0 

 

航空機荷重が直接作用する鋼床版の安全係数は対象部位にかかわら

ず２以上とする。航空機荷重が直接作用しない鋼部材の安全係数は対

象部位にかかわらず１以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

                            （）：構造上クリティカルと定義される箇所 

図－４．４ 部位別の疲労損傷度安全係数 

 

 なお，近接目視可（維持管理可）とは，人が，手の届く至近距離において目視と計測器による検査が、容

易，安全かつ確実にできる場合を想定しており、片面からの視認および計測器を用いた検査でよいが，維持

管理計画に位置づけられた方法・頻度で確実に実行できることが求められる。 

 また、構造上クリティカルとは，構造的に重要な箇所であり，当該箇所の損傷が急速に拡大して構造安定

性を急速に失わせる場合（リダンダンシーがない）で、損傷の拡大にともない“許容できない結果”（例えば、

人命の喪失、重大な環境汚染、沈没、漂流、他構造物等への衝突など）が想定される場合を想定している。

設計者は、構造上クリティカルである箇所を特定するとともに、構造上クリティカルではない箇所について

は、当該箇所での損傷が急速に拡大しないことを示す必要がある。 

 

大気中:  1(2) 

海水中：3(5)  

構造物 

近接目視不可の箇所のみ： 5(10） 

近接目視不可の箇所のみ： 5(10） 

鋼床版は2以上。 その他は1以上。 

大気中 

海水中（干満帯以下） 
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４．３ 製作仕様（主に溶接継手の部分） 

 鋼構造物の疲労損傷は、主に溶接継手部分で発

生することから、溶接継手部の製作仕様は疲労設

計とリンクして一体として適用すべきである。そ

の観点から、今回工事における製作仕様について、

板構造については「鋼道路橋の疲労設計指針」、「道

路橋示方書Ⅱ鋼橋編」によることを基本とし、管

構造については「ジャケット工法技術マニュアル」、

「道路橋示方書Ⅴ下部構造編」によることを基本

としている。 

 

４．４ ホットスポット応力の算定方法について 

ホットスポット応力を求めるためのFEM解析に

ついては、具体的な解析方法の詳細が記載されて

いるIIW（国際溶接協会）による「Fatigue Design 

of Welded Joints and Components（溶接構造の疲

労設計）」及びIIWデザイナーズガイド（ Prof. E. 

Niemi:  Structural Hot-Spot Stress Approach to 

Fatigue Analysis of Welded Components - 

Designer's Guide -）に準じて行うことを基本と

している。以下、上記文献の概要を紹介する。 

ホットスポットとは、溶接継手中で疲労き裂が

最も発生しやすいと予想される位置であり，「溶接

構造の疲労設計」によると「構造応力の変動と溶

接形状あるいは切欠きの相乗効果により生じる疲

労き裂の発生位置」と定義されている。ホットス

ポット応力は、ホットスポットの表面における構

造応力の値（形状応力とも言う）として定義され

ている。 

溶接継手の近傍では、図－４．５に示すとおり

板厚方向の応力分布は切欠きの近傍で非線形とな

る。図－４．６に構造不連続を有する構造詳細の

例を構造的な形状応力の分布とともに示す。構造

的形状応力は、溶接形状自身による応力集中を除

くすべての構造詳細による応力上昇効果を考慮し

たものである。このため、溶接止端のような局部的切欠きによる非線形ピーク応力はホットスポット応力か

らは除くことになるが、溶接止端形状のばらつき等の影響は、実験から設定される疲労設計曲線（S-N曲線）

に既に含まれているため、適切な疲労照査が可能となる。 

 

 

図－４．５ 非線形応力分布の各応力成分への分解

（「溶接構造の疲労設計」（社団法人 溶接学会）より） 

 

図－４．６ ホットスポット応力の定義 

（「溶接構造の疲労設計」（社団法人 溶接学会）より） 
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以上のことから，ホットスポット応力は、溶接止

端から所定の位置離れた応力から外挿して算定する

ことが基本とされている。外挿する応力測定位置は、 

ａ）応力が主として膜応力の場合：  

  2枚の計測点（ゲージ）で線形外挿 

 ｂ）板曲げ応力が生じる場合：  

  3枚の計測点（ゲージ）で2次式により外挿 

と規定されている（図－４．７）。 

 なお、溶接止端部におけるホットスポット応力の

算定については，有限要素（ＦＥＭ）解析により求

めることになる。上記文献に詳細手引きが示されて

おり，各種の解析上の留意点（要素種類、要素分割、

応力の計算点など）が記載されている。 

 

 

 

５．鋼部材の防食 

５．１ 防食の基本的考え方 

Ｄ滑走路は、海上部という厳しい腐食環境下に位置することから、鋼部材の防食には特に留意する必要が

あるため、腐食環境区分を表－５．１のように定め、それぞれの環境に適用する防食を確実なものとするた

めに防食工法に一定の制限を加えることとした。 

 

５．２ 海上部の防食工法 

海上部大気中の防食工法は、道路橋におけるこれまでの実績及び知見を参考として、道路橋塗装便覧に準

拠するものとし、厳しい環境に適用すると規定されているＣ塗装系を原則として用いるものとした。 

なお、期待耐用年数については15年を標準としたが、これは駿河湾における海上暴露試験１）においてＣ

－４塗装に相当する塗装系では、維持・補修等を実施しない状態において15年経過後も有意な損傷は見られ

ないとの報告によるものである。他の文献２）３）では、

期待耐用年数を30年としているものもあるが、入札

公告の段階では，防食対象とする構造形式及び維持

管理の内容が全く不明であったため，期待耐用年数

15年は維持管理が全くなされない状況における下

限値として設定した。 

維持管理段階においては、塗装の劣化状況に応じ

た期待耐用年数の見直しが必要となる。 

 

５．３ 飛沫帯・干満帯の防食工法 

飛沫帯・干満帯は、最も厳しい腐食環境であり補

修が困難であると同時に、船舶や浮遊物の衝突によ

る防食工の損傷も想定されることから、耐久性及び

 

図－４．７ ホットスポット応力の外挿方法 

（「溶接構造の疲労設計」（社団法人 溶接学会）より） 

表―５．１ 鋼構造物の適用防食工法 

腐食環境区分 要求水準書にお

ける記載の抜粋 

腐食速度 

海上部 Ｃ－３又はＣ－４

塗装を原則。 

0.0 ㎜/年 

飛沫・干満帯 チタン又は耐海水

性ステンレスライ

ニングを原則。や

むを得ない場合

は、超厚膜形エポ

キシ樹脂塗装。 

0.0 ㎜/年 

海中部 電気防食のみ又

は塗装との併用。 

0.2 ㎜/年（電気防

食の場合は 0.02

㎜/年） 

内部空間 塗装のみ又は除

湿装置との併用。 

0.0 ㎜/年 

土中部 ― 0.03㎜/年 
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耐衝撃性のある工法を求めた。このため，港湾鋼構造物等の防食工法として実績のある金属ライニング工法

を原則とすることとした。 

なお、金属ライニングの適用が困難な箇所には、超厚膜型エポキシ樹脂塗装を原則としているが、港湾構

造物防食・補修マニュアル(改訂版)に記載されているポリウレタン樹脂系、アクリル樹脂系のものもエポキ

シ樹脂系と同等とみなしてよいものとした。これら有機ライニングの場合には、耐用年数が金属ライニング

に比べて劣る為、供用期間中に補修が必要となり、超厚膜型エポキシライニングの期待耐用年数を30年以下

とした。これは類似例４）５）６）の耐用年数を参考として設定したものである。 

 

５．４ 海中部の防食工法 

海中部の防食は電気防食のみ又は塗装との併用を原則としているが、塗装との併用の場合は、塗装の塗替

えが困難であることから塗装の期待耐用年数を10年とし、それ以降は電気防食のみによる防食扱いとした。 

これは、複合電気防食の実績が乏しいこと、塗装の欠陥(ピンホールやスクラッチ等)を完全に回避するこ

とは不可能であること、電気防食環境下では塗膜下の鋼素地が強アルカリを呈するなど、塗膜の防錆性能を

定量的に把握することは困難であることによる。 

なお、要求水準書においては、塗装と併用する場合の防食電位を-800～-1000mV(vs.Ag/Agcl)としている

が、過剰な電流による塗装の劣化を防ぐために複数の文献７）８）をもとに総合的に判断したものである。 

 

５．５ 内部空間の防食工法 

密閉された空間の防食工法については、塗装のみ又は塗装と除湿装置との併用を原則としているが、塗装

のみの場合はＣ塗装系を原則とし、内部空間で環境が緩和されることから類似例４）を参考として２５年の期

待耐用年数とした。 

塗装と除湿装置を併用する場合には、事例９）によれば、除湿防食の内面は、無機ジンクリッチプライマー

か又は無塗装の例があるが、仮置き及び施工箇所が海上であり、工場を含めて施工中は長期間にわたり腐食

環境の厳しい外気にさらされ、初期段階では腐食しやすい環境と考えられる為、道路橋で通常使用されてい

る内部空間用のＤ塗装系を原則とした。 

塗装と除湿装置を併用した場合の期待耐用年数は、除湿装置が相対湿度を常時50％以下に保つことを前提

として100年間としている。 

 

５．６ 土中部の防食工法 

土中部の防食は、従来の方法と同様に腐食代で対応することとした。要求水準書においては、港湾鋼構造

物防食・補修マニュアル（改訂版）に準拠して0.03㎜/年としている。 

 

６．おわりに 

羽田空港再拡張事業は、国民の期待が非常に高い事業であることから、本事業を一日も早く完成させ、我

が国の経済や国際競争力の向上に寄与できるよう、関係者とともに努力していきたいと考えている。 

なお、本報告で紹介した要求水準書の作成及び設計条件の設定等に係る技術的検討事項については、国土

技術政策総合研究所，港湾空港技術研究所の多大な支援・協力を頂いた。末筆ではあるが、ここに深謝の意

を表する。 
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